
令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 237 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

市町村長が空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき電気、ガス等の供給事業者の保有する契約情報

の提供を受けることが可能であることの明確化及び税情報等の開示範囲の拡大 

 

提案団体 

川崎市、札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、相模原市、新潟市、名古屋市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北

九州市、福岡市、熊本市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、経済産業省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村長は、空家等対策の推進に関する特別措置法の施行のため必要があるときは、関係する地方公共団体

の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができるとされてい

るが、電気、ガス等の供給事業者が保有する契約情報の提供を受けることが可能であることを、通知等により明

確化することを求める。あわせて、課税保留や差押え情報が取得できるよう、税情報等の開示範囲の拡大を求

める。 

 

具体的な支障事例 

「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」において、空家の所

有者等の特定に当たり想定される調査方法として、水道・電気・ガスの供給事業者の保有情報や郵便転送情報

の確認調査などが挙げられており、民間事業者の保有する契約情報について、空家対策の取組のために取得

可能と捉えることができる表現となっている。 

しかしながら、当市において本ガイドラインをガス事業者に対し示したうえで使用者情報を開示することが可能か

確認したところ、ガス事業法において許容される目的外提供に当たらないことから開示について難色を示された

事例がある。実際は各事業法において契約情報の目的外提供が禁止されているため、市町村長による空家等

対策の推進に関する特別措置法に基づく情報提供の求めを受けて契約情報を提供する場合には各事業法に

おける契約情報の目的外提供の禁止規定に反することにはならない旨が明確になっていなければ、事業者は

契約情報を市町村に提供してよいか判断ができないものと考えられる。 

電気、ガス等の供給事業者が保有する契約情報について、その提供が可能であることを、通知等により明確化

することを求める。 

次に、現行においては、課税台帳による取得可能な情報として空家所有者の氏名、住所、電話番号が開示され

ており、空家所有者の把握については有効であるが、空家等への対応を効果的、効率的に進めるためには、課

税保留や差押え情報等個別の空家の詳細な情報を把握する必要があると考える。課税保留の状況が把握でき

れば、所有者調査に時間をかけることなく、初期段階から所有者不明空家として相続人調査に着手し、相続財

産管理人制度の活用に向け必要な費用について予算措置ができ、迅速に対応が進められる。また、差押え情

報が把握できれば、空家特措法による措置を一時見合わせるなど、個別の対応を迅速に判断できることから、

あわせて幅広に税情報等の開示範囲の拡大も求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

電気、ガス等の供給事業者が保有する契約情報を活用することで空家等の所有者を迅速に把握できる。また、

税情報等を活用することで、空家等の所有者に対して効果的、効率的な対応を進めることが可能となる。 



根拠法令等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 10条、ガス事業法第 54条、電気事業法第 23条、地方公務員法第

34条、地方税法第 22条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

深川市、いわき市、ひたちなか市、千葉市、松本市、浜松市、豊田市、京都市、枚方市、茨木市、八尾市、寝屋

川市、山陽小野田市、久留米市、大分県 

 

○当市は水道情報を基本に対応しているので、電気・ガス供給事業者への照会は行ったことはないが、一部の

空き家においては水道の未加入があるので、そのような場合に電気・ガスの契約情報が得られることは有益で

あると思われる。また、相続人不存在により課税保留となっている情報が活用できることは、提案のとおり財産

管理制度の適用を早い段階で検討できるなど、空き家対策にとって非常に効果的と考える。（可能であれば、税

部門が相続人不存在を把握した時点で、空き家対策部門にその旨の情報提供がなされる仕組みが必要と考え

る。） 

○当市では、特定空家の所有者の所在が不明であることから不在者財産管理人選任申立てを行ったが、財産

目録の作成にあたり負債を把握するため電力会社に使用料の未納の有無を照会したが教えてもらえず、また、

税部局に市税の滞納情報の提供を求めたが地方税法第 22条の守秘義務により教えてもらえなかった。通常の

空家対策においても固定資産税額等の情報提供を受けることができないが、納税額や滞納情報などの経済状

況を把握したうえで改善の働きかけを行うことができれば所有者の実情にあわせて効果的なアプローチが可能

になる。税情報の提供の考え方は、平成 27年２月 26日付け総税固第 15号「固定資産税の課税のために利用

する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の内部利用等について」において、地方税法第 22条の守

秘義務に抵触しないものとして、空家等の所有者等の氏名、名称、住所、電話番号に限定して明記されているこ

とに起因するが、空家等対策の推進に関する特別措置法の施行のために必要な限度の情報は上記のみでは

ないため、守秘義務の解除について柔軟な対応を求める。 

○住民票上は空家の住所のまま、所有者等の所在不明である状態が時々ある。電気、ガスなど行政では分か

らない情報も駆使して、所有者の所在が分かれば、解決困難な空き家への対策の一助になると考える。 

○当市においても、民法の財産管理人制度を活用して管理不良空家等の措置を進めた事例があるが、管理人

の申立を行うかどうかを判断する際に、空家等の老朽化の状況だけでなく、申立て費用や予納金が回収できる

かどうかについても、大きな判断材料となっている。当該空家所有者の市税の滞納状況や財産差押等の債務に

関する情報があれば、必要費用の回収の見込みが立てられるので、財産管理人申立制度を利用しやすくなると

考える。 

 

各府省からの第１次回答 

【総務省、経済産業省、国土交通省】 

空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）第 10条第３項において、「市町村長は、この法

律の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の

把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。」とされており、提案にある電気、ガス等の供給事業者が

保有する情報についても、同項を根拠として提供を求めることができる。 

その上で、電気やガス等の供給事業者が保有する情報については、各法を所管している省庁間で協議の上、

空家法第 10条第３項に基づき、情報提供を求めることができる情報として位置づけられていることについて各

事業者への通知等について必要な対応を検討したい。 

【総務省、国土交通省】 

次に提案後段の税情報の開示範囲の拡大についてであるが、固定資産税の課税関係情報については地方税

法第 22条の守秘義務の対象となり、原則として外部に提供できないところ、他の行政機関から法令の規定に基

づき情報の提供の求めがあった場合には、その重要性や緊急性、代替的手段の有無、全体的な法秩序の維持

の必要性等を総合的に勘案し、保護法益間の比較衡量を行った上で、必要な範囲内で行う情報提供について

は守秘義務に抵触しないと解されている。 

このため、空家法において「市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する

情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度

において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。」（空

家法第 10条第１項）と規定し、情報提供の求めに関する規定を設けた上で、「固定資産税の課税のために利用

する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の内部利用等について」（平成 27年２月 26日付け国土交



通省住宅局住宅総合整備課長・総務省自治行政局地域振興室長通知）を発出し、地方税法第 22条の守秘義

務に抵触することなく、空家法の施行のために必要な限度において、空家等施策担当部局が法に基づく措置を

講ずる目的のために、内部で利用することが可能な情報その範囲を明確化しているところである。 

他の法令により固定資産税の課税情報を利用できる場合においても、内部利用できる情報は所有者の氏名等

に限られているものであり、提案にある課税保留情報や差押え情報については、空家等の所有者等の氏名、住

所、電話番号のような「空家法の施行のために必要な限度」の情報とはいえないことから、内部利用の対象とす

ることは困難である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

空家等の所有者を迅速に把握し、空家対策を効果的・効率的に推進していくためにも電気やガス等の供給事業

者が保有する情報を活用することは重要だと考えている。そのため、各事業者への通知の発出時期等を具体的

に御教示いただきたい。  

また、税情報の開示範囲の拡大に関して、 空家特措法の目的を達成するために、空家対策を推進していくに

は、空家に関して効果的・効率的により多くの詳細な情報を正確に把握する必要がある。課税保留がされている

空家については、所有者が不明または不存在であることが概ね特定できることから、課税保留に関する情報が

把握できれば、指導等に至るまでの時間の浪費を解消できるメリットに加え、空家特措法の手続きによらず、財

産管理人制度の活用など、より合理的な手続きを早い段階で判断できるため、把握すべき重要な情報の一つで

「空家特措法の施行のために必要な限度」の情報といえると考える。 

課税保留に関する情報を把握するための代替手段はないと考える。また、迅速な空家の課題解決を図ること

で、防災、衛生、景観面等の地域住民の生活環境が向上し、地域住民の生命、身体又は財産を保護することが

できる。地方税法上の空家所有者の保護と空家特措法上の地域住民の生命、身体又は財産の保護を比較衡

量しても、課税保留の情報については、公益上有益で必要な範囲内で行う情報提供であると考えられるため、

その必要性を総合的に勘案し検討いただきたい。 

なお、差押えの情報については、登記簿謄本の取得によることも可能であると考えるため、当市において、より

効率的な情報の把握について、引き続き検討してまいりたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【茨木市】 

税情報の開示範囲の拡大に関して、課税保留情報や差押え情報など空家等の所有者等の氏名、住所、電話番

号以外の情報は空家法の施行のために必要な限度の情報とは言えず、内部利用の対象とすることは困難との

回答であったが、空家対策を担う市町村の実務においては上記のみの情報では不十分であり、空家対策を行う

上での阻害要因となっている。例えば、財産管理人制度を活用する場合や、通知しても連絡がない管理不全の

空家所有者に対する更なる働きかけの際は、納税額や滞納情報などの情報が得られれば、より効果的な対策

が可能となる。平成 27年に空家法が施行されて５年以上が経過しており、現状を踏まえた運用の見直しを行う

時期にあるのではないか。今後ますます空家の増加が予想されることに鑑みて、実効性の高い空家対策を行う

観点から、空家法の施行のために必要な限度の情報について見直すとともに、あわせて地方税法第 22条の守

秘義務の解除を柔軟に行うことが必要であると考える。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 

 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 239 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業の実施に必要とされている豪雪地帯安全確保事業計画の作成を不要

とする見直し 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業を実施するに当たり、道府県が主体となり、市町村等事業実施主体が

行う事業を取りまとめて豪雪地帯安全確保事業計画を作成することとなっているが、当該計画の廃止を求める。

特に、市町村のみが事業実施主体となる場合であってその経費を道府県が負担しないときの道府県による事業

計画の作成を不要とすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

豪雪地帯安全確保事業計画は、道府県又は市町村が豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業を実施するに当

たり、道府県が主体となり、市町村等事業実施主体が行う事業を取りまとめて作成するよう実施要綱等で定めら

れているところ、その作成が負担となっている。 

特に、当該交付金を道府県が活用せず市町村のみが活用する場合であっても、道府県が市町村の計画・実績

等を取りまとめて事業計画を作成・更新する必要がある。この場合、事業内容の単なる取りまとめであり、道府

県の施策を反映したものではないにもかかわらず、道府県に事務負担が発生している。当県では、事業を実施

する県下市町村との調整や資料作成等に一定程度時間を要しており、今後事業を実施する市町村が増加した

場合に、より一層の事務負担が見込まれる。 

また、事業計画には当該交付金事業の実施以外の活用目的もないため、事業計画の作成は不要と考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

事業計画策定・変更に係る地方公共団体職員の事務負担軽減が図られる。 

 

根拠法令等 

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業実施要綱第２条、第４条、第５条、第６条、豪雪地帯安全確保緊急対策

交付金事業交付要綱第２条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県 

 

－ 

 



 

各府省からの第１次回答 

国土交通省としては、各道府県において、管下の市町村に実施する施策等、道府県全体の取組状況を把握す

ることが重要と考えていることから、豪雪地帯安全確保事業計画を道府県が主体となって作成することを求めて

いるところ。引き続き事業計画の作成をお願いしたい。 

なお、事業計画の承認に当たっては、道府県の過度な事務負担とならないよう、 

（１）実施する事業が、地域における死傷事故の減少に寄与するものであること 

（２）事業の実施に当たっては、地域住民の十分な協力が得られるものであること 

（３）計画の内容が、当該地域の死傷事故の防止に関し有効かつ効果的であること 

のみを審査内容としているところ。また、事業計画の作成については随時ご相談もお受けしているところ。 

国土交通省としても自治体の事務負担の軽減は重要と考えており、具体的に作業の事務負担となっている点等

があれば、手続の見直しについて検討して参りたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

当県としても、管下の市町村の取組状況を把握することは重要と考えているところであるが、管下の市町村の取

組状況の把握は、道府県の判断により必要に応じて実施すれば足りることであり、国が事業計画の作成を義務

付ける理由にはならない。また、本交付金に係る交付申請に当たって、市町村等各事業実施主体では、事業概

要資料を作成しているところであり、道府県は、当該事業概要資料の情報提供があれば、事業計画を取りまと

め作成しなくとも、管下市町村の取組状況の把握が可能である。 

さらに、国の審査項目である（１）実施する事業が、地域における死傷事故の減少に寄与するものであること、

（２）事業の実施に当たっては、地域住民の十分な協力が得られるものであること、（３）計画の内容が当該地域

の死傷事故の防止に関し有効かつ効果的であることは、いずれも事業概要資料のみで十分確認可能であるか

ら、事業計画に記載する成果目標等は不要と考える。 

なお、当県では、県下１村の事業計画の取りまとめ作成に当たり、国及び村との調整に約 10 時間、資料作成等

に約 10 時間の事務負担が発生した。仮に、事業計画を引き続き作成することが必要であったとしても、各事業

実施主体で作成することが、不要な調整による事務負担が生じず適当と考える。 

こうした支障が解決するよう、事業計画の廃止を基本として、事務負担の軽減について検討を求める。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国が定める計画等の策定という手法によら

ず、地方公共団体自らの工夫に基づく計画的な手法に寄ることも可能であると考えられるため、具体的な実行

手法は地方に委ねられるよう、法令や政策実施の方法などの見直しを行うこと。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 

この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

道府県内市町村の取組状況の把握は道府県の判断により必要に応じて実施すれば足りることであり、国が義

務付ける理由にはならないのではないか。 

審査内容の（１）～（３）に対して事業計画の記載項目が必要以上に設定されているのではないか。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 242 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

都道府県が行う土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る認証申請の手続について国土交通

大臣への直接申請を可能とすること 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

都道府県が行う土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る国土調査法第 19 条第５項の認証申

請の手続について、指定までの期間を短縮させるため、地方農政局長等及び事業所管大臣である農林水産大

臣の経由を廃止し、都道府県知事から国土交通大臣に直接認証申請をすることが可能となるよう、制度の見直

しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

都道府県が行う土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る国土調査法第 19 条第５項に基づく

認証申請の手続については、「国土調査法第 19 条第５項の成果の認証に準ずる指定の申請に係る事務取扱

い等について（昭和 56 年１月５日農林水産省農村振興局長通達）」により、都道府県知事は、確定測量の成果

を、地方農政局長等を経由して農林水産大臣に送付することにより認証申請を行うこととなっている。 

さらに、国土調査法第 19 条第７項に基づき、事業所管大臣である農林水産大臣は、都道府県知事から認証申

請のあった確定測量の成果を国土調査の成果と同一の効果があるものとして指定をする場合、事前に国土交

通大臣の承認を得るものとされている。 

また、平成 30 年より、国土調査法第 19 条第５項に基づく認証申請の手続を行う際は、同様の手続により事前

申請を行うこととなっている。 

【支障事例】 

当県では、事前申請を終え、令和２年 12 月に農林水産大臣に送付した 16 件の本申請全てが、令和４年３月時

点で指定を受けていないなど、農林水産大臣を経由させることで申請から指定までに長期間を要しており、土地

改良事業実施後も長期間地籍調査済みとならず、その成果の活用が遅れている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

土地改良工事実施後の測量成果が速やかに国土調査に準ずるものであることが担保され、早期にその成果が

利用可能となる。 

 

根拠法令等 

国土調査法第 19 条第５項、第７項、国土調査法第 19 条第５項の成果の認証に準ずる指定の申請に係る事務

取扱い等について（昭和 56 年１月５日農林水産省農村振興局長通達） 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

白鷹町、川崎市、新潟県、京都府、宮崎県、沖縄県 

 

○農林水産省に対して令和３年２月、３月に本申請、令和３年５月、10 月に事前申請を行っているが、令和４年

６月時点で認証指定を受けておらず、その成果の活用が遅れている。 

○提案団体同様、当県でも、認証申請してから指定までに長期間を要しており、早期に測量成果の活用ができ

ていない現状である。 

○当府においては、近畿農政局の事前確認の後に、近畿農政局に対して申請（資料送付）を行っているところ。

令和２年に近畿農政局に申請前の事前確認で送付した５件の全てが、未だに申請書の正式な施行をできておら

ず事務処理が滞り、現時点（令和４年６月時点）においても申請書を送付できていない状況にある。よって、農林

水産大臣を経由させることで申請から指定までに長期間を要しており、土地改良事業実施後も長期間地籍調査

済みとならない状況にある。 

 

各府省からの第１次回答 

都道府県が行う土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る認証申請の手続について、国土交通

大臣への直接申請も可能とする見直しを検討してまいりたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

都道府県、団体営事業における、土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る認証申請の手続に

ついては、農林水産大臣を経由して国土交通大臣へ認証申請を行うことになるため、承認までの期間を要して

いる。 

現行制度を見直し、従来の農林水産大臣の経由については、国土交通大臣から農林水産大臣への情報提供に

代替させるなどにより不要とすることで、承認までの期間を短縮し、確定測量の成果を早急に活用することがで

きるものと考える。 

今回、国土交通大臣への直接申請も可能とする見直しを検討していただけるとのことで、速やかな事業実施の

ためにも、ぜひ実現していただけるようお願いしたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

申請から指定までの期間が短縮されるよう、事務の迅速化を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 

 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 244 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

廃校等の公共物の用途変更における基準の明確化 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

第一種低層住居専用地域で使用されていた小中学校など、既存の公共物の有効活用のため、低層住居専用

地域におけるコワーキングスペース等の設置に係る建築基準法第 48 条のただし書き許可の新たな許可準則を

定め、特定行政庁が許可する基準の明確化を求める。 

 

具体的な支障事例 

少子高齢化社会において、県内各地で小中学校の統廃合が進んでいる。各自治体では、工夫しながら、廃校と

なった校舎の活用策として、コワーキングスペースやオフィス、地域コミュニティが存続するための新たな活用方

法を考えている。 

しかしながら、現行の規定では廃校舎をコワーキングスペース等に活用しようとする場合に、用途地域の規制か

ら、それらの用途への変更が困難な場合があり、廃校舎の有効活用ができない状況にある。 

また、令和３年６月 25 日付け国住街第 96 号のシェアオフィス等に関する技術的助言については、空き家等を

活用した比較的規模の小さいものを対象としたものであると考えられる。しかしながら、当県が考える廃校舎等

の利活用となると、比較的大きく、多くの集客が見込まれるため、これらの場合の「良好な住居の環境を害する

おそれがない」ことの判断に苦慮している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

廃校舎等の公共物の利活用が促進されるとともに、地域コミュニティの維持に寄与できる。 

 

根拠法令等 

建築基準法第 48 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

金沢市、広島市、熊本市 

 

○今後、小中学校等の統廃合の増加が見込まれる中で、廃校施設を柔軟に活用できるよう、基準の明確化や

制限の緩和等の法整備が必要となる。 

 

各府省からの第１次回答 

コワーキングスペース等の類似の用途に関する第 48 条特例許可実績の調査をまずは実施し、第一種低層住



居専用地域等における当該用途のニーズや周辺への影響等を把握した上で、今後の対応について検討する。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

少子高齢化が進む現在において、廃校となった小中学校等の既存公共物の有効活用は喫緊の課題であり、今

後も、廃校等の利用しなくなった公共施設は増加するものと想定される。それらを有効活用できれば、地域の雇

用・ 産業の活性化も見込まれる。 

なお、当県においては、コワーキングスペース等を設置したいとの相談は年１～２件ほどあり、廃校等の活用は

一定のニーズがあるものと思料。 

また、当県において統廃合等の再編を検討している高校は 29 校あり、うち 15 校が第 48 条特例許可によらなけ

ればコワーキングスペース等への用途変更が認められない第一種低層住居専用地域又は第一種中高層住居

専用地域に立地している。近い将来、廃校となる高校の利活用を検討するうえで、許可基準の明確化が必要と

なっている。 

第１次回答においては「今後の対応について検討する」とされているが、廃校が生じることとなった場合、許可基

準が明確となっていれば、各自治体で廃校の有効活用を検討する際の選択肢が増え、スムーズな活用につな

がることが想定されることから、コワーキングスペースを含め、幅広に許可基準の明確化をする方向で速やかに

検討いただきたい。 

また、「調査をまずは実施」とされているが、調査等の具体的なスケジュールをお示しいただき、許可基準の早期

明確化に向けご検討いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

提案団体の提案を考慮した検討を求める。 

 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 245 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 10_運輸・交通 

 

提案事項（事項名） 

シェアサイクルポートを都市公園法における公園施設として位置づけるための制度の整備 

 

提案団体 

特別区長会 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

都市公園内にシェアサイクルポートを設置することができるようにするため、都市公園法における公園施設のう

ち「飲食店、売店、駐車場、便所、その他の便益施設で政令で定めるもの」を定める都市公園法施行令第５条第

６項に「自転車を賃貸する事業の利用者の利便に資する施設」を追加する。又は、同項の「これらに類するもの」

にシェアサイクルポートが含まれていることを明確化する。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度とその課題】 

都市公園にシェアサイクルポートを設置するためには、①「都市再生整備計画」を作成しシェアサイクルポートの

設置について記載することで占用許可の特例を得る（都市再生特別措置法第 62 条の２）か、②シェアサイクル

ポートを都市公園法上の「公園施設」と位置付けて設置を許可する（都市公園法第２条・第５条、同法施行令第５

条）か、２通りの方法が考えられる。 

しかし、①の場合は、計画の作成に公園管理者や地元や議会等との調整、パブリックコメントの実施、それに伴

う計画案の修正など、丁寧な調整と膨大な時間が必要となり、①の方法によることは現実的でない。 

そのため、②の方法によることとしたいと考えているが、シェアサイクルポートを「公園施設」として設置してよい

か法令上明らかでなく、設置許可の可否が公園管理者の解釈に委ねられているため、許可に二の足を踏んで

いる公園管理者も多い。 

【支障】 

シェアサイクルの利用実績は毎年大きく伸びている。また、新型コロナウイルスの感染拡大に伴って、「新しい生

活様式」において自転車の活用が推奨されるなど、新たな移動手段として、社会的な認知度と需要が急激に高

まっている。そのような中で、上記課題により、都市公園内への柔軟なサイクルポート設置が出来ない状況とな

っている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都市におけるサイクルポートの密な設置が可能となり、通勤や観光等の幅広い目的でシェアサイクルが使用さ

れることになり、住民サービスの向上に資する。 

また、複数年にまたがる計画策定等を経ずに最短で一か月程度での設置が可能となり、自治体職員の事務負

担の軽減に繋がる。 

その他、有事の際の職員の移動方法としても活用が可能であり、運営事業者と災害発生時の協定を結んでいる

自治体もあることから、災害時における都市公園の機能にも資する。 

 

 

 



根拠法令等 

都市公園法第２条、都市公園法第５条、都市公園法施行令第５条第６項、都市再生特別措置法第 62 条の２、

自転車活用推進法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

ひたちなか市、さいたま市、三鷹市、長野県、名古屋市、京都市、兵庫県、広島市、大村市 

 

○当市においても、他部局からの依頼により都市公園内へのシェアサイクルポート設置を行っているが、都市公

園上の「公園施設」としての位置づけが明確ではないため、「都市再生整備計画」を作成し、条例改正を行った

上で、占用許可の特例により設置の許可を行っている。一方で市内にある他自治体所管の都市公園において

は、「公園施設」として許可を行っており、管理者によって判断が異なる事例が発生している。 

当市としては、シェアサイクルポートが「公園施設」であるかないかについて、法令上の明確な基準は必要と考え

る。 

○当市も現在、シェアサイクルポートを都市公園法の便益施設として設置を許可している。許可にあたり、公園

管理者として解釈の妥当性の検討や説明に多くの時間を割いているケースもある。 

○区市町村の事情により都市再生整備計画を策定できず、公立公園への設置が進まない事例がある。 

○提案と同様に、当市においても都市公園内にシェアサイクルポートの設置を検討しており、都市公園法におけ

る公園施設の設置許可により、便益施設（その他これらに類するもの）として許可をすることを考えている。本判

断は公園管理者の解釈に委ねられているため、都市公園法施行令第５条第６項への追記、もしくは国からの通

達として、シェアサイクルポートが含まれていることを明確化してもらいたい。 

 

各府省からの第１次回答 

設置しようとする施設が公園施設に該当するか否かについては、公園管理者が、当該施設の機能や利用形態

を当該都市公園の設置目的や性格に照らして具体的に判断するものであり、現行制度においては、その解釈を

柔軟に行うことが可能である。 

シェアサイクルポートについては、都市公園の効用を全うする施設であると公園管理者が判断した場合には、都

市公園法施行令第５条第６項の「駐車場」に類するものとして、現行制度において設置することができるため、ご

提案のとおり、その旨を明確にする通知の発出等により地方公共団体に周知してまいりたい。 

なお、公園利用者以外の者の利用のみを想定して設置するシェアサイクルポートのように、設置しようとする施

設が都市公園の効用を全うする施設とはいえない場合は、都市再生特別措置法上の占用許可特例のスキーム

を活用して設置されたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

本提案の趣旨は、シェアサイクルポートを都市公園法における公園施設として明確に位置付けることにより、都

市再生整備計画の策定にかかる自治体職員の事務コストの削減のみならず、シェアサイクルサービスの柔軟か

つ安定的な運用を目指すものである。 

第１次回答にて「現行制度においては、その解釈を柔軟に行うことが可能」とあるが、現状ではシェアサイクルポ

ートが公園施設に明確に位置付けられていないことから、公園管理者が設置可否の判断に躊躇してしまい、む

しろ柔軟な解釈の妨げとなっている。現に都市公園内にシェアサイクルポートを設置する手段を、法的根拠が明

確な都市再生整備計画の作成による占用許可の特例に限定し、公園施設としての設置許可を行わないこととし

ている都道府県庁もある。また、公園管理者の弾力的な判断によりシェアサイクルポートを一時的に設置できた

としても、上位の決裁権者等の見解の相違や異動等により設置許可が更新されない可能性がある等、事業の

運用が不安定な状況となっている。 

「自転車活用推進計画」（令和３年５月 28 日閣議決定）において「サイクルポートの設置促進等により、シェアサ

イクルの普及を促進する」とされていることも踏まえ、シェアサイクルポートを公園施設として明確に位置付ける

ことを求める。 

なお、「公園利用者以外の者の利用のみを想定して設置するシェアサイクルポート」とあるが、都市公園にシェア

サイクルポートを設置すれば、公園利用者がそのシェアサイクルポートを利用することは当然に想定される。非

現実的なケースを想定した留保を付すことで公園管理者によって解釈に差が生じるようなことがないようにして

いただきたい。 

 



各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

－ 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

第１次ヒアリングにおいて、シェアサイクルポートが都市公園法上の公園施設である「駐車場」に該当すると説明

があったが、多くの追加共同提案団体から支障が示されていることを踏まえると当該説明が浸透しているとは言

えないのではないか。政令を改正し、シェアサイクルポートが都市公園法上の公園施設に該当することを明確に

すべきではないか。 

「公園利用者以外の者の利用のみを想定して設置するシェアサイクルポート」は現実的に想定されないのではな

いか。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 260 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

耐震改修促進計画を廃止し、同計画の策定を社会資本整備総合交付金の要件としないこと 

 

提案団体 

神戸市 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

耐震改修促進計画の策定を廃止し、同計画の策定を社会資本整備総合交付金の要件としないことを求める。 

 

具体的な支障事例 

市町村における「耐震改修促進計画」の策定は法的義務ではない（耐震改修促進法第６条により努力義務）にも

関わらず、社会資本整備総合交付金において「事業主体である地方公共団体が定めた耐震改修促進計画」が

交付対象事業の要件とされている。一方、同交付金を充てて交付対象事業を実施しようとする場合は、耐震化

促進事業の概要や目標を記載した、「社会資本総合整備計画」を作成し、国土交通大臣に提出しなければなら

ない。 

以上により、耐震改修促進計画の策定を要件とすることは、法的義務がなく、また内容が重複する計画の策定

を求められるものであり、二重の事務負担が生じている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力することができる 

 

根拠法令等 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 23 号）第６条、社会資本整備総合交付金交付要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

茨木市、寝屋川市、長崎県、熊本市 

 

○耐震改修促進計画の策定を要件とすることは、法的な義務がなく、また、内容が重複する計画の策定を求め

られるものであり、二重の事務負担が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

住宅・建築物耐震改修事業は、耐震改修促進法の目的及び国が基本方針において定める目標等の達成に向

けて、地方公共団体が目標を定め、建築物所有者への啓発や指導を併せて行うなど、計画的かつ総合的に耐

震診断や耐震改修を促進することが効果的であることから、こうした内容を記載した耐震改修促進計画を定め

た地方公共団体が当該計画に基づき実施する施策に対して支援するものである。 

また、社会資本整備総合交付金は、地方公共団体が、地域課題に応じた定量的な目標を設定した社会資本総



合整備計画を作成し、計画に対して配分された国費を計画に記載された各事業に自由に充当することが出来る

ものであることから、社会資本総合整備計画の作成・提出は必要である。 

ご指摘の計画策定に係る事務負担については、耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合

整備計画を作成した場合には、当該記載内容に係る部分は耐震改修促進計画に該当することを明確化する方

向で検討を行うこととする。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

市町村の場合、耐震改修促進計画の策定が法律上努力義務とされているにも関わらず、社会資本整備総合交

付金を活用して交付対象事業を実施する場合に、耐震改修促進計画の策定が交付要綱により実質的に義務付

けられていることは不適当だと考える。また、社会資本整備総合交付金を活用する場合は、耐震改修促進計画

の記載内容を包含した社会資本総合整備計画も策定する必要があり、内容が重複する二つの計画の策定に事

務負担が生じている。 

提案の趣旨をご理解いただきご検討いただいていることは感謝申し上げるが、交付要綱を改正するなど、必要

な対応の実現に向けて、早急に検討を進めていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

社会資本整備総合交付金の申請に当たって策定が求められている計画について、必要最小限の内容とするこ

と。 

なお、防災分野において内容の重複が見られるものは統廃合などの見直しを行うこと。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 

この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

耐震改修促進計画の策定は法律上努力義務とされているにも関わらず、交付要綱により策定を実質的に義務

付けていることは過重な義務付けではないか。 

第１次ヒアリングを踏まえ、社会資本総合整備計画の記載内容により、住宅・建築物耐震改修事業の内容が確

認できれば、耐震改修促進計画の策定を交付要件としない方向で早急に検討を進めていただきたい。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 261 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

マンション管理適正化推進計画の策定廃止 

 

提案団体 

神戸市 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

管理計画の認定を運用する上でのマンション管理適正化推進計画の策定を廃止し、計画の策定有無に関わら

ず管理計画の認定制度の運用を自治体の裁量とすること。 

 

具体的な支障事例 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律において、マンション管理適正化推進計画を作成した都道府県

等は管理計画の認定申請を受け付けることができるとされている。 

マンション管理適正化推進計画には都道府県等マンション管理適正化指針を定め、当該指針において地方独

自の管理計画の認定基準を追加することができるとされているため、当市でも同計画の策定を進めているが、

策定にあたって多大な事務負担が生じている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力することができる 

 

根拠法令等 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律第３条の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

いわき市、千葉市、川崎市、相模原市、名古屋市、京都市、熊本市 

 

－ 

 

各府省からの第１次回答 

マンションの管理に関する計画（以下「管理計画」という。）の認定主体は、以下の理由のとおり、マンション管理

適正化推進計画（以下「推進計画」という。）を策定した地方公共団体としている。 

地方公共団体の地域性に応じて、マンション管理において求められる観点や水準が変わってくることから、推進

計画に記載される都道府県等マンション管理適正化指針に適合していることを認定基準の一つとする必要があ

ること 

地方公共団体が本認定制度による適正管理の誘導策を講じ、重点的にマンションの管理適正化を推進していく

上では、推進計画を作成できる程度の一定の施策の実施体制が整っていることが望ましく、また、その方が認定



管理者等に対する適切な監督も期待できること 

なお、推進計画の策定に当たっては、地方公共団体の事務負担にも鑑み、既存の計画（住生活基本計画や空

家等対策計画）の全部又は一部を推進計画として位置づけることが可能である旨、「マンション管理適正化推進

計画 作成の手引き」（国土交通省作成）において周知している。 

引き続き、推進計画の作成に関し参考となる情報の提供を積極的に行い、計画策定に係る地方公共団体の負

担軽減に努めていく。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

当市では、管理計画認定制度の実施のためマンション管理適正化推進計画を令和４年６月に策定したところで

ある。限られた職員で業務に取組んでいるなか、計画策定・改定等の事務には多大な労力と負担が生じる。マ

ンション管理の適正化を図るという目的達成のための手段として認定制度を実施するが、計画策定が必須であ

ることは負担が大きい。管理計画認定制度の実施及び地方公共団体の地域性に応じた認定基準の追加につい

ては、計画策定を必須とせず、地方公共団体が実施体制や地域性を考慮したうえでの判断により、要綱・要領

等により行えるようにしていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国が定める計画等の策定という手法に限ら

ず、地方公共団体自らの工夫に基づく計画的な手法によることも可能であると考えられるため、具体的な実行手

法は地方に委ねるよう、法令や政策実施の方法などの見直しを行うこと。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 

この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

計画の策定が実質的な義務付けとなっている。第２次地方分権改革における義務付け・枠付けの見直しの趣旨

から問題があると考える。本認定制度に計画の策定を必須とする必要はないのでないか。 

マンションの管理適正のための施策の実施体制が整っているか、マンション管理者に対する適切な監督ができ

るかを計画策定ができるかどうかで判断しようとしていることはおかしいのではないか。 

地域性に応じたマンション管理の観点や水準を取り入れるためには、本認定制度の運用として、計画という形式

でなくとも、行政手続法上における「申請に対する処分」の審査基準を定め、公表すれば足りるのではないか。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 263 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 10_運輸・交通 

 

提案事項（事項名） 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金の申請における運行系統毎の事業計画の提出義務を廃止すること

等 

 

提案団体 

神戸市 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金の要件として、補助対象となる運行系統にかかる具体的内容の地域

公共交通計画への位置づけから、従来の要綱に基づく補助計画作成に戻すこと 

 

具体的な支障事例 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金を活用するためには、地域公共交通計画に、補助対象となる運行系

統における地域の公共交通における位置づけ・役割や事業の必要性、事業及び実施主体の概要、計画全体の

定量的な目標・効果とその評価手法を記載し、交通事業者（鉄道、バス、タクシー）や学識経験者、市民団体の

代表などから構成される協議会での計画変更に係る協議を経て、計画の認定について国土交通省に申請する

必要がある。 

当市が地域公共交通確保維持改善事業費補助（地域間幹線系統補助）として補助対象とする系統は、既に当

市の重要な公共交通ネットワークを位置付けた地域公共交通計画に基づき、必要性を判断しているところであ

る。 

そのため、このような公共交通に関するあり方や施策の基本方針を定めた計画に運行系統毎の事業計画を定

めることは、対象となる運行系統が増減する度に、計画内容の変更に係る検討、計画への追記、協議会の開

催、計画の認定申請と事務手続きが発生することになり非効率である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定変更等に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力することができる 

 

根拠法令等 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、仙台市、富谷市、郡山市、さいたま市、川崎市、豊橋市、小野市、山陽小野田市、高松市、高知県、高

知市、久留米市、大村市、熊本市、宮崎県 

 

○地域公共交通確保維持改善事業費補助金要件との連動化については、計画変更時の事務手続きを簡素化

する等の改善をすべきである。 

○補助申請は例年６月末が期限であり、対象となる運行系統が増減した場合、年度当初に協議会を開催して交



通計画を変更しなければならず、事務的な負担が大きくなると思われる。運行系統増減のたびに法定協議会を

開催し協議することは非効率的であるため、制度改正が必要と考える。 

○現状、当市のバス路線の中にも同様な事例があり、年度毎に、協議会を開催し、計画内容の変更に係る検

討、計画への追記を行い、計画の認定申請していくことは、協議会委員の負担と職員の事務負担が従前より増

える。 

○当市では、今年度中に地域公共交通計画の策定を予定しているが、市町村をまたぐ路線について、当該市町

村のなかで計画の策定・未定の自治体があり、整合性が取れない。 

 

各府省からの第１次回答 

地域公共交通確保維持改善事業費の補助については、真に公的負担による確保維持が必要なバス路線等に

対し、効果的・効率的な補助を行うため、令和７年事業年度より、地域公共交通計画の作成及び計画における

補助系統等の位置づけを要件とすることとなっている。 

今年３月には、地方公共団体や交通事業者向けに、計画と連動化した補助事業の活用を検討するうえで参考と

なる情報について、解説パンフレットに取りまとめ、公表したところ。 

また、補助制度と連動させた地域公共交通計画を作成するにあたっては、地域課題の整理等の準備や、都道

府県や複数の市町村による調整が必要であることから、令和６年事業年度まで経過措置期間を設けている。 

なお、ご指摘の「対象となる運行系統が増減する度に、事務手続きが発生することになり非効率である」という点

に関しては、補助金の適正な運用のため、従来の要綱に基づく補助計画においても、補助対象系統を追加又は

削除する場合は、協議会の開催などの必要な手順を踏んで、変更の手続きを行っていただいていたところ。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

現在、県が一括して生活交通確保維持改善計画（幹線）を作成し、法定協議会を開催して認定を受けているが、

制度変更後、県が地域公共交通計画を作成しない場合は、幹線沿道の各市町村が補助系統に関する事項を盛

り込んだ地域公共交通計画を作成することとなり、沿線市町村の数だけ法定協議会を開催し、計画に位置付け

る事務作業が新たに発生する。また、例年、当市の法定協議会は年度末に開催しているが、補助系統の議論で

あるため６月頃を目途に再度開催する必要がある。 

そこで、地域公共交通計画ではなく、従来の要綱に基づく補助計画に戻した上で、今回の効果的・効率的な支援

を実施するという制度改正の目的を満たすため、補助系統の地域の公共交通における位置付け・役割や、定量

的な目標・効果の評価手法・測定方法等を補助計画に位置付けることにしてはどうかと考える。 

なお、当市が地域公共交通確保維持改善事業費補助（地域間幹線系統補助）として補助対象とする系統は、既

に当市の重要な公共交通ネットワークを位置付けた地域公共交通計画に基づき、必要性を判断している。 

少子高齢化・人口減少時代における地域公共交通を検討し、対応をとるべき職員自体が、財政悪化、人口減少

による職員の減少の中で、負担が増えていることに苦慮しているところであり、地方公共団体の事務作業効率

化に配慮した制度設計をご検討いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金の申請に当たって必要となる計画について、必要最小限の内容、手

続きとすること。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 



この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

都道府県が地域公共交通計画を作成しない場合は、幹線沿道の各市町村が地域公共交通計画を作成すること

となり、市町村ごとにこれまで設置していた協議会とは異なる活性化再生法に基づく法定協議会の開催が必要

になる等、事務負担増大につながるため、補助の要件は従来の手続によれば足りるものとするべきではない

か。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 264 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

 

提案事項（事項名） 

立地適正化計画及び総合交通戦略の趣旨を都市計画マスタープランに統合するとともに、同計画による補助金

等制度の運用を可能とすること 

 

提案団体 

神戸市 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

都市計画マスタープランに各計画に関する趣旨を記載していれば、各計画を策定しているとみなすこと。 

あわせて、都市計画マスタープランの決定手続きをもって、その他の計画も決定したとみなすこと 

また、各計画を統合した都市計画マスタープランをもって、補助金等の制度を運用可能とすること 

 

具体的な支障事例 

都市計画マスタープランにおいては、都市計画の方針を定めるうえで、土地利用や都市交通、自然環境等に関

する現況や動向を幅広く勘案し策定しているが、立地適正化計画、総合交通戦略にも同趣旨の記載内容が見ら

れ、非効率となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力することができる 

 

根拠法令等 

都市計画法、都市再生特別措置法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

伊勢崎市、相模原市、長野県、稲沢市、堺市、広島市 

 

－ 

 

各府省からの第１次回答 

立地適正化計画は、都市計画運用指針（Ⅳ－１－３－６）において、「市町村マスタープランに立地適正化計画

の記載事項も盛り込んで作成することが望ましい。」という記載があるとおり、両者を一体的なものとして作成す

ることは可能である。 

一方で、立地適正化計画は、その策定により、届出義務対象となることに加え、各種特例措置の要件となること

から当該計画の内容については都市再生特別措置法第 81 条第 22 項における住民への合意形成プロセスを

経ることや、公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続きが必要である。 

また、市町村マスタープランに都市・地域総合交通戦略の趣旨が含まれている場合には、当該市町村マスター



プランをもって都市・地域総合交通戦略とみなすことが可能であるが、補助金等の制度の運用に当たっては補

助金等に関する要綱に掲げる要件を満たす必要がある。 

このように、上記要件を満たしたうえで、立地適正化計画や都市・地域総合交通戦略と一体として作成された市

町村マスタープランであれば、立地適正化計画や都市・地域総合交通戦略としての性質を有することから、各計

画に基づく補助金等の制度の運用は当然に可能である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

当市では、限られた財源・人員の中で、事務負担を軽減し、行政課題の解決や新型コロナウイルス感染症対策

等の新たな課題の解決に真摯に対応するため、策定済みの計画の見直しや統合等を全市的に積極的に進め

ているところであり、今後、都市計画マスタープラン等、都市計画に関連する計画についても統合等を検討して

いく予定である。 

国においても、令和４年６月７日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」の中で、「法令上新

たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のものとするこ

とや計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等と統合する」ことが明記されており、今後、全国的に

計画の統合等の動きが起こることが想定されることから、同様の取組事例について、関係者が集まる会議やホ

ームページ等で取組事例の紹介等を行っていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

－ 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 

この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

都市計画マスタープランに立地適正化計画、及び都市・地域総合交通戦略の趣旨や補助金等の制度を運用す

るにあたって必要な記載事項が盛り込まれており、当該都市計画マスタープランが住民への合意形成プロセス

や公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえた手続を経たものであれば、当該都市計画マスタープランを策定し

ていることをもって、立地適正化計画、都市・地域総合交通戦略を策定していることとみなし、補助金等の制度を

運用することが可能な旨、通知等で明確に示していただきたい。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 265 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

 

提案事項（事項名） 

自治体において独自に策定している防災に関する計画を立地適正化計画における防災指針とみなすこと 

 

提案団体 

神戸市 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

防災に関する計画を策定していれば、立地適正化計画においても防災指針を策定していることとみなすこと 

 

具体的な支障事例 

平成 26 年度に都市再生特別措置法の改正より、コンパクトなまちづくりを促進するため「立地適正化計画」制度

が創設され、本市においては「都市空間向上計画」として策定したところであるが、令和２年６月に都市再生特別

措置法が改正され、都市における防災・減災対策（防災指針）の位置づけが義務化されたことから、今後、都市

空間向上計画（立地適正化計画）の改正の際には、防災指針の追加が必要となった。 

防災指針の策定にあたっては、災害リスクの高い地域の抽出やリスクをふまえた居住誘導区域の設定・見直

し、地区ごとの課題に対応した対策の検討等を要件としているところであるが、既に公表されている計画等にお

いて、災害リスクや避難に関する周知・啓発を実施していること、防災部局等において、災害に対する対応方針

の検討等を実施していることから、防災指針を策定する場合、既存の計画・検討と同様の記載内容となることが

想定され、非効率である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力することができる 

 

根拠法令等 

都市再生特別措置法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

伊勢崎市、相模原市、稲沢市、堺市、広島市 

 

－ 

 

各府省からの第１次回答 

防災指針は、災害リスクや課題の分析により立地適正化計画に定める居住誘導区域等の設定に影響を及ぼす

ものであることに加え、防災対策の取組方針に基づき、将来のまちの姿を決める要素となる防災対策の方向性

を決定するものである。 

そのため立地適正化計画の内容の一部である防災指針の策定については、都市再生特別措置法第 81 条第



22 項における住民への合意形成プロセスを経ることや、公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続きが

必要である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

第１次回答では、「防災指針は、災害リスクや課題の分析により立地適正化計画に定める居住誘導区域等の設

定に影響を及ぼすものであることに加え、防災対策の取組方針に基づき、将来のまちの姿を決める要素となる

防災対策の方向性を決定するものである」から、「都市再生特別措置法第 81 条第 22 項における住民への合意

形成プロセスを経ることや、公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続きが必要」とのことだが、そうであ

るならば、必ずしも都市再生特別措置法第 81 条第 22 項の手続に限定せずとも、「住民への合意形成プロセス

を経る」とともに「公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続き」を踏んだ上で策定された防災に関する計

画であれば、立地適正化計画の内容の一部である防災指針とみなしても、制度の趣旨に反するものではないと

考える。 

既に公表されている計画等において災害リスクや避難に関する周知・啓発を実施している都市においては、防

災指針を新たに策定してもこれと同様の記載内容となることが想定され、改めて立地適正化計画に防災指針を

定めることは非効率である。  

したがって、「住民への合意形成プロセスを経る」とともに「公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続き」

を踏んだ上で策定された防災に関する計画がある都市については、立地適正化計画において防災指針を策定

していることが要件となっている補助制度等の適用を受けることを可能とされたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

防災分野において内容の重複が見られる計画については、統廃合などの見直しを行うこと。 

【全国町村会】 

提案団体の意向を踏まえ適切な対応を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 

この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

地方公共団体において独自に策定している防災に関する計画について、必ずしも都市再生特別措置法第 81 条

第 22 項の手続に限定せずとも、「住民への合意形成プロセスを経る」とともに「公正かつ専門的な第三者の意

見を踏まえる手続き」を踏んだ上で策定されているのであれば、立地適正化計画の内容の一部である防災指針

とみなしても、制度の趣旨に反するものではないのではないか。 

「住民への合意形成プロセスを経る」とともに「公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続き」を踏んだ上で

策定された災害に対する計画がある地方公共団体については、立地適正化計画の内容の一部である防災指針

とみなすことを可能とするとともに、立地適正化計画において防災指針を策定していることが要件となっている補

助制度等の適用を受けることを可能とすべきではないか。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省 再検討要請 

管理番号 267 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

提案事項（事項名） 

所有者不明土地等対策計画の他の計画との一体的策定 

提案団体 

神戸市 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

求める措置の具体的内容 

「所有者不明土地等対策計画」を国補助金の要件としないこと、あるいは、既存の「空家等対策計画」または「空

き家対策総合実施計画」への必要内容の盛り込みによる計画策定でも可とすること 

具体的な支障事例 

今後増加が見込まれる所有者不明土地について、その「利用の円滑化の促進」と「管理の適正化」のため、市町

村等が実施する所有者不明土地対策を支える仕組みを盛り込んだ法改正がなされた。 

土地の管理不全状態の解消等の所有者不明土地等対策事業に要する費用について、国の補助金が新設され

たが、その利用のためには「所有者不明土地等対策計画」の策定が要件となっており、新規策定が必要となっ

ている。当市では、所有者不明土地の管理不全状態解消のための財産管理人申立のための予納金（事業費

100 万円×５件=500 万円程度。国費１/２=250 万円程度）としての利用が想定されるが、計画策定に要する費

用・時間・労力等（検討会開催約 10 回として費用約 100 万円、職員の時間・労力 ２人×10 日間×10 回分＝

約 1600 時間）のコストが大きい。

所有者不明土地対策については、空家空地対策と共通する点が多く、新規に「所有者不明土地等対策計画」を

策定するとしても、管理適正化のために構ずべき施策や実施体制整備に関する事項を記載するなど、両者には

重複する部分が多いと思われ、今後二つの計画が策定されることになると非効率である。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力することができる 

根拠法令等 

改正「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 30 法律第 49 号）」 第 45 条第１項、所有

者不明土地等対策事業費補助金制度要綱（令和４年３月 28 日 国不土第 102 号） 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

相模原市、浜松市、堺市、枚方市、岡山県 

○補助制度が確立されたばかりであり、所有者不明土地対策計画の策定を国の補助金の要件とするならば、

国において計画モデル（ひな形など）を示すなど、市町村の策定を支援いただきたい。

○空家対策と似通った箇所もあり、地域づくりや危機管理、道路管理とカバーする範囲が広い。



各府省からの第１次回答 

所有者不明土地対策計画は、令和４年法律第 38 号による改正後の所有者不明土地の利用の円滑化等に関す

る特別措置法（以下、「改正所有者不明土地法」という。）第 45 条第 2 項各号に掲げる事項がおおむね記載さ

れていれば、既存の空家等対策計画に兼ねる形で策定することが可能である。 

また、改正所有者不明土地法の施行に向けて、改正所有者不明土地法第 3 条に定める基本方針に所有者不

明土地対策計画の作成に関する基本的な事項を追加するほか、所有者不明土地対策計画の作成のための手

引きについても策定を予定している。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

所有者不明土地対策計画について、既存の空家等対策計画に兼ねる形で策定することが可能とのことである

が、その旨を別途通知等で明確にしていただきたい。 

また、所有者不明土地対策計画の作成のための手引きの策定について具体的なスケジュールを御教示いただ

くとともに、改正所有者不明土地法第 45 条第２項の「おおむね」の内容については、必要最低限かつ弾力的に

取り扱っていただけるよう手引きに盛り込んでいただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

既存計画で対応が可能である旨について、十分な周知を行うべきである。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」で「国が地方自治体に対し、

法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限のも

のとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保す

る観点から、できる限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体

の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等

との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地方からはこの原則明記を高く評

価するとともに、既存の計画の見直しを求める声が強まっている。 

この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向きに対応いただきたい。 

第１次回答において、所有者不明土地対策計画について、既存の空家等対策計画に兼ねる形で策定すること

が可能とのことであるが、その旨を通知等で明確にするべきではないか。 



令和４年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 再検討要請 

 

管理番号 290 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

一の公の施設に同時に二以上の指定管理者の指定が可能であることの明確化 

 

提案団体 

東京都 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

指定管理者制度の運用について、各施設の状況等に応じ、一の公の施設に、同時に二以上の指定管理者を指

定することが可能であることを明確化してほしい。 

 

具体的な支障事例 

【現在の制度】 

指定管理者の指定については、「指定管理者制度のすべて 制度詳解と実務の手引【改訂版】」（第一法規、

2009）123 頁によると、指定管理者制度は、『一の公の施設について、同時に二以上の指定管理者を指定するこ

とは原則として適当ではない。しかしながら、一の公の施設が複数の機能を併せ持つような場合に、同時に二以

上の指定管理者を指定することが管理の効率化につながると判断され、施設の管理責任についても明確に区

分することができるのであれば、同時に二以上の指定管理者を指定することも法律上排除されていない。』とさ

れている。 

しかしながら、このことに関する取扱い等が通知等で明確に示されていないため、「一つの公の施設が複数の機

能を併せ持つ場合」でなければ、一の公の施設で同時に二以上の指定管理者を指定することが出来ないという

解釈が生じてしまう。 

【支障事例】 

平成 29 年の都市公園法改正で公募設置管理制度（以下、「P-PFI」という。）が創設され、飲食店、売店等の公

園利用者の利便向上に資する公募対象公園施設の設置と、その収益を活用した周辺の園路、広場等の特定公

園施設の整備改修等を一体的に行う者を公募により選定できることとなった。 

この特定公園施設の管理については、国土交通省のガイドライン（都市公園の質の向上に向けた Park-PFI 活

用ガイドライン）によると、公募対象公園施設を設置・運営する P-PFI 事業者を指定管理者とすることが可能で、

一体的に管理することが公園の魅力増進や利用者の利便の向上につながるとされている。 

しかし、既に別の指定管理者が管理している公園の一部に新たに P-PFI を導入する場合、複数の機能を併せ

持たないため、１施設１指定管理者の原則から、P-PFI 事業者を個別に指定管理者に指定することが困難とな

り、特定公園施設と公募対象公園施設の一体的管理による効果が発揮できない状況が生じてしまう。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

各自治体や各施設の状況に応じて、複数の機能を併せ持たない場合でも１施設に複数の指定管理者を指定す

ることが可能であることが明確になれば、P-PFI のような民間活力活用による公園の魅力増進や利用者の利便

向上を一層推進することが可能となる。 

また、管理運営状況評価を各指定管理者ごとに行うことにより、それぞれ特色のある施設の適切な PDCA を実

施することが可能になるなど、P-PFI 事業の魅力的な都市公園の創出や利用者サービスの向上という事業効果

を十分に発揮することができると見込まれる。 



根拠法令等 

地方自治法、都市公園法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、宮城県、長野県、京都市、兵庫県、高松市、熊本市 

 

○当県の県立都市公園における P－PFI 制度の導入事例はないが、今後、民間活力の積極的な導入を図るこ

ととしており、より柔軟な公園管理のあり方として、提案内容については、概ね賛同。 

○当課においては、所管しているのが地域の拠点施設という性格上、地域運営組織以外に指定管理をさせるこ

とは考えていないところであるが、制度として複数の指定管理者を指定することについては、市の所有施設全体

を考えた場合に利便性の向上につながることも期待される。 

 

各府省からの第１次回答 

平成 15 年９月２日国都公緑第 76 号国土交通省都市・地域整備局公園緑地課長通知「指定管理者制度による

都市公園の管理について」（以下「本通知」という。）の第１項において、都市公園の全体又は区域の一部の管理

を指定管理者に行わせることができると定めている。 

また、本通知の第４項に基づき、例えば、PFI 事業者が事実行為として整備した公園の一部を、指定管理者制度

により当該 PFI 事業者に管理させることができる。 

本通知においては、既に指定管理者による管理が行われている公園（又はその一部の区域）について、既存の

指定管理者との管理区分を明確にできる場合、当該区域の一部を第三者が指定管理者として管理することは

妨げられていないところであり、Park－PFI 事業を行う場合も同様である。よって、既に指定管理者制度により管

理されている公園の一部を、Park－PFI 事業者が事実行為として整備している場合について、当該 Park－PFI

事業者が指定管理者制度により当該区域を管理することも可能である。 

一方で、一の公の施設について同時に二以上の指定管理者を指定することについては、原則として適当ではな

いものの、各地方公共団体において、同時に二以上の指定管理者を指定することが管理の効率化につながると

判断され、施設の管理責任についても明確に区分できるのであれば、地方自治法上排除されていないところで

ある。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

総務省及び国土交通省から平成 15 年９月２日国都公緑第 76 号国土交通省都市・地域整備局公園緑地課長

通知「指定管理者制度による都市公園の管理について」の解釈として、「既に指定管理者による管理が行われ

ている公園（又はその一部の区域）について、既存の指定管理者との管理区分を明確にできる場合、当該区域

の一部を第三者が指定管理者として管理することは妨げられていないところであり、Park－PFI 事業を行う場合

も同様である。」との回答が得られたことから、この解釈を十分に参考とし、指定管理者制度を運用していく。な

お、上記の旨を通知等により改めて地方公共団体へ周知願いたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

現行制度で対応可能である旨について、十分な周知を行うべきである。 

 

 




